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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第95期

第３四半期連結
累計期間

第96期
第３四半期連結
累計期間

第95期
第３四半期連結
会計期間

第96期
第３四半期連結
会計期間

第95期

会計期間

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成22年
    10月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ９月30日

売上高 (千円) 2,717,8852,884,469562,631 474,1163,889,365

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 189,781 260,593△81,668△114,013 220,827

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 168,440 234,787△66,993 △82,354 225,378

純資産額 (千円) ― ― 1,817,2252,083,4481,874,143

総資産額 (千円) ― ― 3,316,1732,978,0093,591,662

１株当たり純資産額 (円) ― ― 285.31 327.12 294.25

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額(△)

(円) 26.45 36.86 △10.52 △12.93 35.39

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 54.8 70.0 52.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 921,968 49,280 ― ― 732,349

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △109,688△148,658 ― ― △297,643

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,763 △41,906 ― ― △27,088

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,376,107850,923 992,207

従業員数 (名) ― ― 117 125 119

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  第95期第３四半期連結累計期間、第96期第３四半期連結累計期間及び第95期の潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３  第95期第３四半期連結会計期間及び第96期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
　

125(34)

(注) １  従業員数は、就業人員数であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
　

121(20)

(注) １  従業員数は、就業人員数であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、生産実績は記載しておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の区分ごとに示すと、次のとおりであります。
　

区分 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

電力事業 462,541 115.5 645,924 44.0

内線事業 168,287 446.8 567,738 56.8

モバイル事業 27,118 26.0 70,262 19.4

合計 657,946 121.3 1,283,926 45.4

(注) １  当社グループでは、電力事業、内線事業及びモバイル事業以外は受注生産を行っておりません。

２  事業区分間取引については、相殺消去しております。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 売上実績

当第３四半期連結会計期間における売上実績を事業の区分ごとに示すと、次のとおりであります。
　

区分 完成工事高(千円) 前年同四半期比(％)

電力事業 168,225 39.1

内線事業 209,337 258.8

モバイル事業 80,187 245.0

電気工事業  計 457,749 84.2

その他の事業 16,367 85.4

合計 474,116 84.3

(注) １  事業区分間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

完成工事高(千円) 割合(％) 完成工事高(千円) 割合(％)

東北電力株式会社 406,539 72.3 130,427 27.5

東京都 ― ― 71,811 15.1

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。なお、文

中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

・東日本大震災の影響について

震災の影響を受け、主要客先の設備投資減少並びに工事に伴う資材等の調達難や価格の高騰などが発

生した場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、前半こそ中国や新興国需要等に支えられた海外要

因もあって、企業業績全般に着実な回復過程にありました。後半に至って、中国も引締政策に転じ、欧米も

金融財政問題に苦しみ、更に平成23年３月11日の東日本大震災による甚大な被害、特に電力不足問題が、

わが国の企業の経営環境を深刻にしています。

建設業界におきましては、復興需要の予算執行が遅れており、一時期の需給バランスの崩れから材料費

価格が混乱しました。当社の主要な客先である電力業界におきましても、本格的な送電線設備計画は調整

を迫られ、直近の発注は緊急を要するものに限られており、当社としても中長期的な展望が見えにくく

なっております。

かかる環境の中で、当第３四半期連結会計期間の受注高は、６億５千７百万円（前年同四半期比21.3％

増）、完成工事高は４億７千４百万円（前年同四半期比15.7％減）となりました。また、利益につきまし

ては、上記のとおり大型案件完工後の一服感や材料費の高騰等により、第３四半期での工事利益が販管費

を賄いきれず、営業損失は１億３千２百万円（前年同四半期比５千万円の損失増）、経常損失は１億１千

４百万円（前年同四半期比３千２百万円の損失増）、四半期純損失は８千２百万円（前年同四半期比１

千５百万円の損失増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ６億１千３百万円減少し、29億

７千８百万円となっております。また、負債は前連結会計年度末に比べ８億２千２百万円減少し、８億９

千４百万円となっております。純資産は前連結会計年度末に比べ２億９百万円増加し、20億８千３百万円

となっております。

資産の減少の主な要因は、工事代金の回収により受取手形・完成工事未収入金等が４億８千９百万円

減少したことであります。

負債の減少の主な要因は、支払いにより工事未払金が４億２千８百万円減少したこと、大型工事の完成

により未成工事受入金が３億７千５百万円減少したことであります。

純資産の増加の要因は、利益剰余金が２億９百万円増加したことであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第２四半期連結

会計期間末に比べ１億６千万円増加し、８億５千万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、１億９千５百万円（前年同四半期比８千８百万円の増加）となりまし

た。この主な要因は、税金等調整前四半期純損失１億１千１百万円の計上と仕入債務が２億３千８百万円

減少した一方で、売上債権が４億６千７百万円減少したこと及び未成工事受入金が１億２千７百万円増

加したことであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、１千８百万円（前年同四半期比１千２百万円の減少）となりました。こ

の主な要因は、貸付けによる支出２千万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、１千７百万円（前年同四半期比１百万円の増加）となりました。この主

な要因は、中間配当による支払１千１百万円であります。

　
(4) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,500,000

計 19,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,375,284 6,375,284
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 6,375,284 6,375,284 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成23年６月30日 ― 6,375,284 ― 989,669 ― 247,417

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 6,100

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,367,200 63,672 ―

単元未満株式 普通株式 1,984 ― ―

発行済株式総数 6,375,284 ― ―

総株主の議決権 ― 63,672 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、600株(議決権６個)含まれておりま

す。

２  単元未満株式には当社所有の自己株式29株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
山加電業株式会社

東京都新宿区
西早稲田二丁目20番９号

6,100 ― 6,100 0.10

計 ― 6,100 ― 6,100 0.10

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
10月 11月 12月

平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 270 274 233 249 228 281 432 409 337

最低(円) 150 180 206 192 198 148 227 292 258

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22

年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(モバイル事業担当)

取締役
(事業統括本部本社第二事業部長)

齋  藤  和  則 平成23年４月１日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年10月１日から平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年10月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人グラヴィタスにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 850,923 992,207

受取手形・完成工事未収入金等 ※１
 274,550

※１
 764,185

未成工事支出金 ※２
 286,546

※２
 404,958

繰延税金資産 69,341 69,341

その他 21,957 24,236

貸倒引当金 △4,264 △9,533

流動資産合計 1,499,054 2,245,396

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 428,354 427,238

機械・運搬具 162,806 160,795

工具器具・備品 244,881 219,070

土地 379,506 379,506

建設仮勘定 1,100 1,262

減価償却累計額 △609,021 △565,712

有形固定資産合計 607,628 622,161

無形固定資産 4,232 6,029

投資その他の資産

投資有価証券 487,141 355,645

長期貸付金 565,801 545,801

保険積立金 335,052 334,771

その他 24,898 27,754

貸倒引当金 △545,801 △545,897

投資その他の資産合計 867,093 718,074

固定資産合計 1,478,954 1,346,265

資産合計 2,978,009 3,591,662
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 118,670 547,301

1年内返済予定の長期借入金 20,000 20,000

未払法人税等 26,590 2,990

未成工事受入金 261,298 637,179

賞与引当金 30,190 71,574

工事損失引当金 ※２
 43,431

※２
 21,881

完成工事補償引当金 310 510

その他 149,792 142,016

流動負債合計 650,283 1,443,452

固定負債

長期借入金 55,000 70,000

退職給付引当金 171,596 186,385

再評価に係る繰延税金負債 17,679 17,679

固定負債合計 244,276 274,065

負債合計 894,560 1,717,518

純資産の部

株主資本

資本金 989,669 989,669

資本剰余金 821,016 821,016

利益剰余金 438,864 229,553

自己株式 △1,890 △1,884

株主資本合計 2,247,660 2,038,355

評価・換算差額等

土地再評価差額金 △164,212 △164,212

評価・換算差額等合計 △164,212 △164,212

純資産合計 2,083,448 1,874,143

負債純資産合計 2,978,009 3,591,662
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

完成工事高 ※１
 2,717,885 2,884,469

完成工事原価 2,131,210 2,242,867

完成工事総利益 586,675 641,601

販売費及び一般管理費 ※２
 406,845

※２
 422,920

営業利益 179,830 218,681

営業外収益

受取利息 1,493 2,978

投資事業組合運用益 － 104

持分法による投資利益 11,022 38,029

その他 1,951 3,585

営業外収益合計 14,467 44,698

営業外費用

支払利息 1,780 1,614

投資事業組合運用損 782 －

その他 1,954 1,172

営業外費用合計 4,516 2,786

経常利益 189,781 260,593

特別利益

貸倒引当金戻入額 11,393 5,365

特別利益合計 11,393 5,365

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,520

投資有価証券売却損 20,586 －

電話加入権評価損 55 287

災害による損失 － 5,486

特別損失合計 20,641 7,293

税金等調整前四半期純利益 180,533 258,665

法人税、住民税及び事業税 12,093 23,878

法人税等合計 12,093 23,878

少数株主損益調整前四半期純利益 － 234,787

四半期純利益 168,440 234,787
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

完成工事高 ※１
 562,631 474,116

完成工事原価 497,055 460,813

完成工事総利益 65,576 13,303

販売費及び一般管理費 ※２
 146,936

※２
 145,553

営業損失（△） △81,359 △132,250

営業外収益

受取利息 154 1,531

投資事業組合運用益 192 －

持分法による投資利益 325 16,585

その他 195 852

営業外収益合計 867 18,969

営業外費用

支払利息 578 442

その他 598 290

営業外費用合計 1,177 732

経常損失（△） △81,668 △114,013

特別利益

貸倒引当金戻入額 9,093 4,886

特別利益合計 9,093 4,886

特別損失

電話加入権評価損 － 61

災害による損失 － 2,165

特別損失合計 － 2,227

税金等調整前四半期純損失（△） △72,575 △111,353

法人税、住民税及び事業税 △5,582 △28,999

法人税等合計 △5,582 △28,999

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △82,354

四半期純損失（△） △66,993 △82,354

EDINET提出書類

山加電業株式会社(E00258)

四半期報告書

15/26



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 180,533 258,665

減価償却費 32,339 44,991

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,393 △5,365

賞与引当金の増減額（△は減少） △23,563 △41,384

その他の引当金の増減額（△は減少） △34,010 6,560

受取利息及び受取配当金 △1,498 △2,978

支払利息 1,780 1,614

投資有価証券売却損益（△は益） 20,586 －

持分法による投資損益（△は益） △11,022 △38,029

投資事業組合運用損益（△は益） 782 △104

電話加入権評価損 55 287

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,520

売上債権の増減額（△は増加） 593,093 489,731

未成工事支出金の増減額（△は増加） △13,087 118,412

仕入債務の増減額（△は減少） △331,630 △428,457

未払消費税等の増減額（△は減少） 86,867 △26,910

未成工事受入金の増減額（△は減少） 392,703 △375,880

その他 64,852 41,793

小計 947,389 44,466

利息及び配当金の受取額 7,168 9,750

利息の支払額 △1,733 △1,558

法人税等の支払額 △30,855 △7,208

法人税等の還付額 － 3,831

営業活動によるキャッシュ・フロー 921,968 49,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △62,492 △28,933

投資有価証券の取得による支出 △204,876 △100,000

投資有価証券の売却による収入 154,254 －

貸付けによる支出 △2,000 △20,000

貸付金の回収による収入 7,527 262

その他 △2,102 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,688 △148,658

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 70,000

短期借入金の返済による支出 － △70,000

長期借入金の返済による支出 △5,000 △15,000

自己株式の取得による支出 △3 △6

配当金の支払額 △12,839 △23,980

リース債務の返済による支出 △2,920 △2,920

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,763 △41,906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 791,516 △141,284

現金及び現金同等物の期首残高 584,590 992,207

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,376,107

※
 850,923
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれ

ぞれ189千円減少し、税金等調整前四半期純利益は1,709千円減少しており

ます。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成23年６月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸

倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除

項目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ

るので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年10月１日  至  平成23年６月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年９月30日)

※１  手形割引高

受取手形割引高 17,148千円

※１  手形割引高

受取手形割引高 3,750千円

※２  未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建

てで表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

は66,307千円であります。

※２  未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建

てで表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

は73,047千円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

※１  当社グループでは、主たる事業である電気工事業

の工事の完成引渡が通常の営業形態として第２四

半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に

多く集まるため、第２四半期連結会計期間及び第４

四半期連結会計期間の完成工事高が他の四半期連

結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

―――――――――

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 51,309千円

従業員給料手当 129,710千円

退職給付費用 7,396千円

賞与引当金繰入額 30,333千円

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 54,681千円

従業員給料手当 160,704千円

退職給付費用 15,853千円

賞与引当金繰入額 7,848千円

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１  当社グループでは、主たる事業である電気工事業

の工事の完成引渡が通常の営業形態として第２四

半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に

多く集まるため、第２四半期連結会計期間及び第４

四半期連結会計期間の完成工事高が他の四半期連

結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

―――――――――

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 17,763千円

従業員給料手当 44,844千円

退職給付費用 2,523千円

賞与引当金繰入額 11,712千円

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 17,934千円

従業員給料手当 46,372千円

退職給付費用 7,528千円

賞与引当金繰入額 7,848千円

　

EDINET提出書類

山加電業株式会社(E00258)

四半期報告書

18/26



　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成22年６月30日現在）

現金預金 1,376,107千円

現金及び現金同等物 1,376,107千円

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成23年６月30日現在）

現金預金 850,923千円

現金及び現金同等物 850,923千円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成22年10月

１日  至  平成23年６月30日）

　

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,375,284

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,152

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日
定時株主総会

普通株式 12,738 2.00平成22年９月30日 平成22年12月24日 利益剰余金

平成23年４月28日
取締役会

普通株式 12,738 2.00平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日  至  平成22年６月30日)及び前第３四半期連結会

計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

電気工事業が、完成工事高基準及び営業損益基準において90％を超えているため、記載を省略して

おります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日  至  平成22年６月30日)及び前第３四半期連結会

計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店が存在しないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日  至  平成22年６月30日)及び前第３四半期連結会

計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

当社は、本社に事業統括本部を置き、電気工事業を中心に事業活動を展開しており、「電気工事

業」のみ報告セグメントとしております。

「電気工事業」は、架空送電線の基礎・鉄塔組立・架線・調査、電気設備及び情報通信設備の設計

・施工、移動体無線中継基地局の増設・改修工事を行っております。

また、報告セグメントに含まれないその他の事業セグメントとしては、ビル清掃・管理業を行って

おります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成23年６月30日)及び当第３四半期連結

会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当社グループの報告セグメントは「電気工事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性

が乏しいため、記載は省略しております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。
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(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

投資有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

　 　 　 　 (単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 403,215 398,090 △5,125 (注)

(注)  投資有価証券の時価の算定方法

債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

　
(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

満期保有目的の債券で時価のあるものが、当社グループの事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。

　

満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

社債 403,215 398,090 △5,125

計 403,215 398,090 △5,125

　
(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動はありません。

　
(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

山加電業株式会社(E00258)

四半期報告書

21/26



　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年９月30日)

　 327.12円
　

　 294.25円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 26.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 36.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期
純利益(千円)

168,440 234,787

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千
円)

168,440 234,787

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,369 6,369

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △10.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失金額 △12.93円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が
存在しないため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期
純損失(△)(千円)

△66,993 △82,354

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失
(△)(千円)

△66,993 △82,354

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,369 6,369

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第96期(平成22年10月１日から平成23年９月30日まで)中間配当については、平成23年４月28日開催の取

締役会において、平成23年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

①  配当金の総額                                 12,738千円

②  １株当たりの金額                               ２円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年６月20日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月６日

山加電業株式会社

取締役会  御中

　

監査法人  グラヴィタス

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木    田       稔       印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤    本    良    治    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山加

電業株式会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山加電業株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適

用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

山加電業株式会社

取締役会  御中

　

監査法人  グラヴィタス

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木    田       稔       印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤    本    良    治    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山加

電業株式会社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成22年10月１日から平成23年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山加電業株式会社及び連結子会社の平成23年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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